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最近の道内景気は、厳しいものの持ち直しの動きがみられる。

需要面をみると、公共投資は、補正予算執行の効果から増加している。個人消費は、一部

に経済対策の効果は見られるものの、雇用・所得環境の悪化から弱い動きとなっている。設

備投資は、製造業を中心として抑制傾向にある。住宅投資は、需要の弱さなどから大幅に減

少している。

生産活動は下げ止まりの動きが見られる。また、雇用情勢は有効求人倍率が低下するなど

厳しい状況となっている。企業倒産は、負債総額は増加したが、件数は減少した。
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①個人消費～厳しい状況

７月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲４．２％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲３．３％）は、身の回り品

は前年を上回ったが、衣料品や飲食料品など

が低調で、２５ヶ月連続で前年を下回った。ま

た、スーパー（同▲４．６％）も、衣料品や身

の回り品などが減少し、２５ヶ月連続で前年を

下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲３．８％）

は、冷夏などの影響から３ヶ月連続で前年を

下回った。

②住宅投資～大幅減少が続く

７月の新設住宅着工戸数は、２，２８６戸（前

年比▲３８．０％）と、１０ヶ月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（前年比▲１６．１％）、

貸家（同▲５５．０％）、分譲（同▲８．５％）がそ

れぞれ前年を下回った。特に、分譲マンショ

ンの着工はゼロであった。

４～７月の着工戸数累計では、９，６７８戸

（前年同期比▲３８．４％）となり、前年を大き

く下回った。持ち家（前年同期比▲１６．９％）、

貸家（同▲５０．９％）、分譲（同▲４０．３％）そ

れぞれが前年を下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産～生産は下げ止まりの動き

７月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、石油・石炭製品工業や一般機械工業など

が低下した。

前月比では＋３．１％と４ヶ月連続増加し、

前年比では▲１７．０％と１２ヶ月連続で低下し

た。

④公共投資～持ち直し

７月の公共工事請負金額は、１，２０６億円

（前年比＋４．７％）と３ヶ月振りに前年を上回

った。

発注者別では、国（前年比＋１．５％）、道

（同＋１３．９％）と市町村（同＋５．７％）がそれ

ぞれ前年を上回った。

４～７月の累計では請負金額４，３７４億円

（前年同期比＋３．０％）と前年を上回ってい

る。

⑤雇用情勢～厳しい動き

７月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３２倍となり、前月比では横ばい、前年比

では０．１２ポイントの低下となった。

新規求人数は、前年比▲６．１％と１７ヶ月連

続で前年を下回った。業種別では、医療・福

祉（前年比＋６．２％）などは増加したが、卸

売・小売業（同▲１８．３％）や製造業（同

▲２３．２％）などが減少した。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数～前年を下回る

７月の来道客数は、１，１３３千人（前年比

▲３．３％）と１４ヶ月連続で前年を下回った。

４月～７月の累計来道客数は、国内観光需

要の落込みや新型インフルエンザの影響もあ

り、３，７８９千人（前年同期比▲８．２％）と前年

を下回った。

⑦貿易動向～輸出・輸入ともに減少

７月の道内貿易額は、輸出が前年比１７．１％

減の３６３億円、輸入が同５５．２％減の６８０億円と

なった。

輸出は、石油製品や自動車などの減少から

９ヶ月連続で前年を下回った。

輸入は、原油・粗油や石炭などが大きく減

少し、９ヶ月連続で前年を下回った。

⑧倒産動向～件数は前年を下回る

８月の企業倒産は、件数は４３件（前年比

▲２５．９％）と前年を下回り、負債総額は大型

倒産の発生から１１５億円（同＋２３．０％）と前

年を上回った。

業種別では、建設業が１３件と最も多く、続

いて小売業（１１件）、卸売業、サービス・他

（各５件）となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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２１年度の北海道経済は、昨秋以降の世

界的な景気後退による影響が払拭でき

ず、極めて厳しい状況が続くものとみら

れる。

需要項目別にみると、公共投資は、国

の景気対策から公共工事関連の予算が増

加し、プラスに転じよう。しかしながら

設備投資は、大型投資の一巡と企業業績

の不振から大幅に減少しよう。住宅投資

は、将来不安から個人の住宅購入意欲が

弱く、大幅な落ち込みとなろう。個人消

費は、雇用環境が一段と厳しくなる見込

みから消費者の家計防衛意識が高まり、

弱い動きとなろう。観光関連は、国内需

要の冷え込みなどから厳しさが続こう。

この結果、実質成長率は△２．６％（２０

年度△２．８％）、名目成長率は△３．３％

（同△３．０％）となろう。

平成２１年度北海道経済の見通し
＜改訂＞
要 約

― ４ ―
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１．概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済をみると、米国発の金融危

機を主因とする昨秋以降からの急激な景気後

退は下げ止まっている。大幅に減少した輸出

は世界各国の政策措置効果もあって、このと

ころ持ち直している。国内需要も大型景気対

策が下支えし、企業業績は総じて最悪期を脱

している。しかし、雇用・所得環境は厳しさ

を増しているため先行きの不透明感は拭え

ず、年度内は調整局面が続くものとみられ

る。

（２）北海道経済の動向

北海道経済も厳しさを強めている。長雨・

低温など天候不順や新型インフルエンザ発生

の影響もあって、観光・レジャーなど個人消

費関連を中心に多くの業種が伸び悩んでい

る。

需要面をみると、個人消費は、雇用・所得

環境が悪化傾向にあることから家計の節約志

向は極めて強く、低迷が続こう。住宅投資と

設備投資は大幅に減少しよう。公共投資は景

気対策効果から大幅に増加しよう。生産面で

は、製造業やサービス業など多くの業種で落

ち込み、総じて前年を下回ろう。

（３）物価動向

諸物価の内訳をみると、企業物価は、前年

における資源・エネルギー価格高騰の反動や

国内需給の緩和から下落傾向となろう。企業

向けサービス価格は、企業の経費削減意識の

高まりから弱めの動きとなろう。消費者物価

は前年の石油製品価格高騰の反動や、需要低

迷による販売競争の激化などから、マイナス

幅の拡大が見込まれる。

（４）道内経済成長率

以上のような経済状況を勘案すると、２１年

度道内経済成長率は実質成長率△２．６％、名

目成長率△３．３％となろう。実質は２年連

続、名目は９年連続でそれぞれマイナス成長

が見込まれる。なお、諸物価が下落している

ことから、名目成長率に比べ実質成長率のマ

イナス幅は縮小するものとみられる。

２．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

昨秋以降、世界的な景気後退が国内・道内

経済にも波及し、道内企業の業績は急速に悪

化した。企業は人件費を中心に固定費を削減

する動きを一段と強めた。個人消費の動向を

左右する雇用・所得環境は、さらに厳しさを

増すものとみられる。

雇用情勢は、介護・福祉、医療関連などで

は新規求人数の増加傾向が続こう。しかし企

業業績が不振を極める中で、製造業を中心に

多くの業種は人員抑制基調を強めよう。有効

求人倍率は低水準が続き失業率も高止まりと

なろう。所得情勢も厳しさが続き、賃上げの

見送りや企業業績が反映され易い賞与などの

抑制傾向が強まるものとみられる。

現状の個人消費をみると、環境に配慮した

一部の家電や乗用車に適用される購買促進策

など、景気対策による効果もみられるが、限

定的なものにとどまっている。また長雨・低

温など天候不順や、新型インフルエンザの流

行など予期せざる事態の発生もあり、夏物商

戦や観光・レジャー関連が低迷している。今

後については、消費者物価の低下により家計

の購買力は高まっているものの、年金問題な

ど将来不安や雇用不安が増していることか

ら、消費マインドは一層慎重なものとなるた

平成２１年度北海道経済の見通し

― ５ ―
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め、個人消費は弱含みで推移しよう。

この結果、民間最終消費支出は実質成長率

△０．８％、名目成長率△２．２％となろう。

（２）総固定資本形成

（ａ）住宅投資

住宅投資を取り巻く環境は、景気の先行き

不透明感、雇用情勢の悪化、将来不安などか

ら極めて厳しい。今年度の新設住宅着工戸数

は、３万戸程度と２０年度実績（３６，０５０戸）を

大幅に下回り、３年連続の２ケタ減となろう。

住宅投資の内訳をみると、リフォーム市場

は底堅い推移が見込まれるが、新築住宅市場

は厳しさが続こう。住宅ローン減税が拡充さ

れたが、勤労者の住宅取得マインドは冷え込

んでいる。これらを背景に住宅着工を利用関

係別にみると、持ち家は低迷するものとみら

れる。分譲住宅は、在庫の過剰感が強く大幅

に落ち込むものとみられる。貸家は、投資用

賃貸マンションの着工が最盛期を過ぎたこと

から、減少しよう。

この結果、住宅投資は実質成長率△１１．３％、

名目成長率△１４．３％となろう。

（ｂ）設備投資

鉄鋼・エネルギー関連などで大型投資が進

行しているが、企業収益の厳しさが増してい

ることもあり、多くの道内企業の投資マイン

ドは冷え込み、計画の縮小・先送りも目立っ

ている。自動車関連の投資も一巡し、内外の

需要も落ち込んでいることから設備投資は大

幅に減少しよう。

この結果、設備投資は実質成長率△１４．３％、

名目成長率△１６．２％となろう。

（ｃ）公共投資

政府の経済対策により道内向けの公共工事

関連予算は大幅に増加した。平成１１年度以

降、国と地方公共団体の厳しい財政状況もあ

り、公共投資は減少基調を余儀なくされてき

たが、今年度は久々に増加に転じよう。

この結果、公共投資は実質成長率１３．７％、

名目成長率１３．５％となろう。

（３）域際取引

移輸出では、工業品は道外需要の冷え込み

から自動車部品などの出荷が減少しよう。農

畜産品の人気は根強いが、天候不順による農

作物の出荷の落ち込みが懸念される。観光関

連は世界的な景気後退と昨年末からの円高進

行により外国人観光客が減少しよう。国内観

光客も景気の低迷に加え、新型インフルエン

ザの流行もあり減少が見込まれる。

この結果、移輸出は実質成長率△２．８％、

名目成長率△４．７％となろう。

移輸入は、家電製品などの移入が幾分増加

するものとみられる。一方、前年に高騰した

原油価格が低下していることから原油輸入額

は減少しよう。また道内需要は低迷するもの

の、企業物価が低下しているため実質的な移

輸入は増加が見込まれる。

この結果、移輸入は実質成長率１．５％、名

目成長率△１．２％となろう。

３．道内総生産（生産側）の動向

一次産業では、農業は畜産部門で生乳生産

は需要の低迷が懸念される。耕作部門では主

要作物は、生育期に天候不順が続いたことか

ら収穫量が減少しよう。このため総生産は

３．１％減となろう。林業は、輸送用梱包材の

平成２１年度北海道経済の見通し
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需要減や住宅着工戸数の落ち込みなどで、総

生産は１２．３％減とみられる。水産業は、多獲

性魚種の漁獲量制限や水揚げ量の減少傾向か

ら、総生産は３．０％減とみられる。

この結果、一次産業総生産は３．５％減とな

ろう。

二次産業では、製造業は、公共工事関連業

種の生産増加が見込まれるものの自動車関連

や紙・パルプ工場の操業縮小などから、総生

産は７．７％減とみられる。建設業は、公共土

木関連で増加が見込まれるが新設住宅着工の

大幅減少や設備投資の冷え込みにより、総生

産は２．９％減とみられる。

この結果、二次産業総生産は５．４％減とな

ろう。

三次産業では、介護・福祉関連などは底堅

く推移し、政策措置に支えられた一部の家電

製品や環境適応車は堅調な売れ行きとなろ

う。しかし、消費者の家計防衛意識が一段と

高まっていることを背景に企業間の競争は激

化し、販売価格の低下が顕著になるものとみ

られる。総じてみれば、各業種の売上高は低

迷するものとみられる。

この結果、三次産業総生産は２．７％減とな

ろう。

（平成２１年８月２０日公表）

平成２１年度北海道経済の見通し
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（第１表）道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

１９年度

（実績見込み）

２０年度

（実績見込み）

２１年度

（見通し）
１９年度 ２０年度 ２１年度

民間最終

消費支出

１１４，０６０

（△０．２）

１１２，３３９

（△１．５）

１０９，８５８

（△２．２）
△０．７ △１．９ △０．８

政府最終

消費支出

４８，６５５

（０．２）

４８，８１１

（０．３）

４９，０４５

（０．５）
△０．０ ０．２ ０．４

総固定

資本形成

３５，６０３

（△４．４）

３４，５６８

（△２．９）

３２，９１６

（△４．８）
△４．２ △３．７ △４．０

住宅投資

設備投資

公共投資

５，５４９

（△１４．４）

１６，４６９

（２．１）

１３，５８５

（△７．１）

４，６５６

（△１６．１）

１６，９２４

（２．８）

１２，９８８

（△４．４）

３，９９０

（△１４．３）

１４，１８９

（△１６．２）

１４，７３７

（１３．５）

△１５．７

２．６

△７．６

△１７．６

２．２

△６．２

△１１．３

△１４．３

１３．７

移 輸 出 ６０，０５２

（３．７）

５７，０２０

（△５．０）

５４，３６４

（△４．７）
２．５ △６．０ △２．８

移 輸 入

（控 除）

７４，３４５

（１．３）

７３，８８９

（△０．６）

７２，９７２

（△１．２）
△３．０ △３．０ １．５

道内総生産

（支出側）

１８８，４０４

（△０．４）

１８２，７００

（△３．０）

１７６，７１７

（△３．３）
０．４ △２．８ △２．６

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２１年度北海道経済の見通し
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（第２表）道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
１９年度

（実績見込み）

２０年度

（実績見込み）

２１年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

１９年度 ２０年度 ２１年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

６，９７１

４，９３０

３８７

１，６５４

７，０７１

５，１１０

３４９

１，６１２

６，８２２

４，９５３

３０６

１，５６３

△１．２

０．８

△４．７

△１．６

１．４

３．７

△９．８

△２．５

△３．５

△３．１

△１２．３

△３．０

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

３２，２５３

３９３

１７，００９

１４，８５１

２９，９３１

４０４

１５，５８７

１３，９４０

２８，３０２

３８３

１４，３８０

１３，５３９

△２．５

４．０

０．４

△５．７

△７．２

２．８

△８．４

△６．１

△５．４

△５．２

△７．７

△２．９

三次産業

卸・小売業

金融・保険・

不 動 産 業

電気・運輸・

サービス業

政府・対家

計サービス

１５５，５５２

２３，３１９

３２，０１１

６５，９５６

３４，２６６

１５２，０１０

２１，８６０

３１，３５５

６４，９２６

３３，８６９

１４７，８９０

２０，６６０

３０，８９７

６２，９８８

３３，３４５

０．１

△２．４

０．７

０．６

０．３

△２．３

△６．３

△２．０

△１．６

△１．２

△２．７

△５．５

△１．５

△３．０

△１．５

控除項目

（帰属利子等）
６，３７２ ６，３１２ ６，２９７ △０．４ △０．９ △０．２

道内総生産

（生産側）
１８８，４０４ １８２，７００ １７６，７１７ △０．４ △３．０ △３．３

平成２１年度北海道経済の見通し
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（第３表）実質成長率の増加寄与度
（％）

項 目 １９年度 ２０年度 ２１年度

民間最終消費支出

政府最終消費支出

総固定資本形成

△０．４

△０．０

△０．８

△１．１

０．１

△０．７

△０．５

０．１

△０．７

住宅投資

設備投資

公共投資

△０．５

０．２

△０．６

△０．５

０．２

△０．４

△０．３

△１．４

０．９

移輸出

移輸入 （控除）

０．８

△１．１

△１．９

△１．０

△０．８

０．５

道内総生産（支出側） ０．４ △２．８ △２．６

在庫増、統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２１年度北海道経済の見通し
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平成２１年通常国会で「株式会社企業再生支援機構法」（以下、「機構法」）が成立、施行日が平成

２１年９月２８日と決定されたことを受けて、地方の有力企業再生を支援し地域経済の再建を図るこ

とを目的とした「企業再生支援機構」の会社設立事務が進められています。これは国が用意した

新たな地域企業支援ツールであり、北海道企業にとってもその活用が期待されるところです。今

回はこの企業再生支援機構（以下、「支援機構」）の概要を紹介し、あわせて既存の北海道中小企

業再生支援協議会との違いや使い分け等についても、私見を述べてみたいと思います。

◆「支援機構」設立の経緯

「支援機構」設立の根拠法である「機構法」は、平成２０年の通常国会に政府が提出した「株式

会社地域力再生機構法案」がその母体となっています。この母体法案は、同年５月に衆議院内閣

委員会で質疑が行われたものの採決には至らず継続審議扱いとなり、その後の臨時国会でも審議

が行われないまま再度継続審議となって、平成２１年の通常国会に持ち越されました。他方、平成

２０年秋以降の金融経済情勢の悪化を受けて、地域経済の再建及びその基となる地域企業の事業再

生に与野党の関心が高まり、平成２１年４月、民主党から参議院に「中小企業再生支援機構法案」

が提出されました。この後与野党でこの２つの法案の調整が行われた結果、自民党、公明党、民

主党の３党共同提案の形で、再生支援事業の主体となる組織の名称を「企業再生支援機構」に変

更し、それまで異論が提起されていた一部の第三セクター（以下、「三セク」）を支援対象事業者

から除外する等の修正が行われ、平成２１年６月に「機構法」として成立する運びとなったもので

す。

◆「三セク」の除外について

母体である地域力再生機構法案では、支援対象事業者が地域の中規模業者や三セクとされてお

り、特に三セクへの支援対策に重点が置かれていたところ、三セクの経営悪化の責任が曖昧にさ

れる等の批判が強く出され、結局、機構法では一部の三セクを支援対象から除外することで決着

が図られました。

ここで支援対象から除かれた三セクには、地方住宅供給公社、地方道路公社及び土地開発公社

のほか、国又は地方公共団体が４分の１以上出資している法人（国又は地方公共団体がその経営

を実質的に支配することができないものとして政令で定められた法人、たとえば出資が議決権の

ない株式に留まっている法人等、を除く）、法人の役員に占める公務員又は公務員であった者が

政令で定める割合を超えている法人、その他国又は地方公共団体がその経営を実質的に支配する

ことが可能なものとして政令で定める法人（たとえば当該法人の収入に占める国又は地方公共団

体の委託費の割合が相当に高い場合など）が該当します。これらの三セクについては、別途に総

務省がガイドライン等を通じて地方公共団体に対しその改革を促すとともに、三セクの整理、再

経営のアドバイス

地域企業再生の新しいツール～企業再生支援機構の発足
金融財政事情研究会研修センター主任講師

（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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経営のアドバイス
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生のために特に必要となる一定の経費を地方債の起債対象とする地方財政法の改正措置が図られ

ています。

◆支援機構の概要

機構法は、主に大規模会社の再生支援を目的に設立されダイエーやカネボウ等で実績をあげて

任務を終えた株式会社産業再生機構の地方企業版として構想された経緯から、支援機構も産業再

生機構と類似の機能を有するように設計されています。ただし、主たる設立目的は「地域経済の

再建」とされ、産業再生機構が担っていたような「不良債権の処理」という目的は、あくまでも

副次的なものと位置付けられています。

支援機構は主務大臣の認可を受けて全国で１つに限り設立される株式会社であり、東京に事務

所が設置されます。資本金として国及び金融機関から１００億円ずつの出資が計画され、社内に外

部の有識者を含む意思決定機関として、委員長以下４名の委員で構成される「企業再生支援委員

会」が設けられます。また、設立から５年でその業務を完了することとされており、設立から原

則として２年以内に支援対象となる事業者の決定を行い、支援決定から３年以内での再生支援完

了を目指す予定です。

支援機構が想定する支援対象の事業再生類型としては、次の２つが挙げられています。

第一の類型は、複数の事業を営む事業者であって、コア事業は競争力もあり収益的にも黒字基

調にあるが、大赤字のノンコア事業を抱えており、これが原因の過大な債務負担が経営を圧迫し

ているケースです。旧産業再生機構の業務内容を受け継ぐもので、再生対応としては、不採算の

ノンコア事業を整理すると同時に当該事業に起因する過剰債務を金融機関等に債権放棄を求める

形で整理して、財務面のバランスシート調整を行い、並行して経営改善指導等によりコア事業の

さらなる強化・収益力向上を図ることが挙げられます。

第二の類型は、金融経済環境の急激な悪化を背景に、一定の技術力、経営基盤等を有している

にもかかわらず、コア事業が収益的に赤字に転落するなど苦境に陥っている事業者のケースで

す。支援機構の設立趣旨である地域経済の再建の観点からはこの類型の支援に特色があり、サポ

ート対象先と想定される地域中堅企業にとっては、支援機構の持つ経営改善指導機能の活用によ

って再生が達成される可能性が高いと考えられます。この場合の再生対応としては、支援機構の

経営改善指導等によるコア事業の強化・収益力向上と、メイン銀行等と連携した支援機構自身の

出融資等によるリスクマネーの出し手としての関与によって、有用な経営資源の散逸・滅失の回

避と一層の事業内容の改善を図ることが考えられます。この場合、債権放棄等によるバランスシ

ートの調整は案件の性格に応じたケース・バイ・ケースの対応となるでしょう。

支援対象としては、有用な経営資源（商権、人材、技術等）を有しながら過大な債務を負い経

営が思わしくない状況にある中堅・中小その他の事業者とされ、債権者間の調整、債権の買取

り、出資及び融資、経営人材の派遣等の再生支援業務を行います。法的には事業者の規模や形態

を問わず支援することが可能であり、大企業から中小企業まで、会社以外の事業者たとえば病院

や学校のような非営利法人なども、前述のような三セク以外であれば支援の対象と成り得ます。
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もっとも企業の再生支援を図る政府の施策は、当機構に限ったものではないので、他の施策との

棲み分けや協調は考えられます。たとえば、産業活力再生特別措置法が定める中小企業や個人事

業者については既存の中小企業再生支援協議会がカバーするのに対して、支援機構はそれより規

模の大きい中堅企業を主な支援対象とするイメージがあります。北海道における具体的な企業を

あげれば、かの「老舗百貨店」が想定されます。同社は既に民事再生手続によって再生が図られ

ていますが、現在であれば支援機構による再生支援も選択肢として考えられたところです。それ

以上の大企業については、日本政策投資銀行による危機対応融資制度、改正産業活力再生法に基

づく出資等の施策が講じられていますが、さらに踏み込んだ経営改善施策や財務リストラ等が必

要な場合には支援機構の出番も考えられます。

◆支援機構の業務の流れ

支援機構の再生支援業務の流れは、旧産業再生機構に倣えば、おおむね次のようなものになる

でしょう。

①事前相談

まず事業者は、原則としてメイン銀行等主要債権者を伴い、支援機構に事業再生支援の可能性

につき相談します。支援機構はこの時点で、事業者やメイン銀行から提供を受ける財務諸表や事

業概況等の資料、経営者等からの聴き取り調査等を基に、当該事業者の「有用な経営資源」の有

無を評定、再生計画策定と支援の出口戦略のイメージを描き、その実現可能性を総合的に判断し

て、以後の本格的な準備作業に進むかどうかを判断します。

準備作業としては、支援機構は自らアウトソーシング先を選定し、財務、法務、事業等の当該

事業者に関連して必要と考えられる資産査定、デユーデリジェンス業務を実施します。この結果

は、必要に応じて事業者やメイン銀行にも開示され、事業再生計画作成の資料として活用されま

す。計画作成過程では、債権放棄等の要否を含む財務リストラの方法や経営改善の具体的な進め

方に関する骨子とその効果、経営責任や株主責任等のあり方（増減資、経営者の私財提供、個人

保証等の処理等）、人事案など、計画の具体的内容と細目が決められます。この段階で、支援機

構として再生支援実施が難しいと判断される事情が判明するなどにより、支援決定が見送りとな

るケースもあり得ます。

②支援決定

支援機構、事業者、メイン銀行等による事業再生計画の作成が進み、支援機構の非公式な内部

検討を経て支援決定が可能と判断される状態になると、改めて事業者から事業再生計画書ととも

に正式な再生支援の申込書が提出されます。この段階では、原則として機構内部でも十分な計画

内容の検討が済んでいるので、速やかに企業再生支援委員会の議決を経て支援決定が行われま

す。

なお、支援機構への再生支援申込みは事業者単体で行われます。この点については、旧産業再

生機構への申込みが事業者とメイン銀行の連名で行われたことと比べ取扱いに差異があります

が、このことを以ってメイン銀行の同意を得なくとも機構への支援申込みができると認識するこ

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５９／本文／０１１～０１６　経営のアドバイス（高橋）  2009.09.17 15.23



経営のアドバイス

― １４ ―

とは誤りであり、メイン銀行等の主要債権者の協力や同意がなければ事業再生手続の遂行は困難

であることはいうまでもないことです。

支援決定後は、支援機構による当該事業者への融資が可能となります。

③債権者間の調整

支援機構は、支援決定後直ちに、当該事業者の非メイン銀行である金融機関に対して、融資回

収行為の停止要請と、機構が主催する債権放棄等を含む金融支援にかかる債権者会議の開催案内

を行います。ただしこの段階での支援決定事実の公表は、対象事業者への風評被害による影響を

勘案して、支援機構の判断により時期を債権買取りの決定等の時点まで延期することができま

す。

債権放棄等を含む金融支援を要請するに際しては、非メイン銀行と支援機構との間で秘密保持

契約を結んだうえで、非メイン銀行の検討に必要な事業計画書等資料一式が配布され、機構主導

で必要事項の説明と金融支援への協力要請が行われます。支援機構はその後も交渉当事者となっ

て各銀行と個別の交渉により協力を求め、所定の期日までに非メイン銀行全ての同意が得られる

と、支援機構は債権買取り等の決定を行います。この段階で計画に不同意の金融機関が残るな

ど、支援機構による事業再生計画の実施が困難と見込まれるような状況が発生した場合には、機

構は支援撤回の手続を取って当該案件への関与から離脱することもできます。非メイン銀行に対

しどのような割合で金融支援の分担を求めるかはケース・バイ・ケースで決定されるでしょう

が、原則的には非保全債権額割合に基づくプロラタ負担ルールが取られることになると考えられ

ます。

なお、支援機構においては事業再生計画に基づく債権者間の調整や経営改善指導だけを行い、

機構自身が債権等を買い取ることを一切せず自身のバランスシート上に当該案件にかかる資産を

保有しないという支援形態も検討されています（ノータッチ支援）。

④債権等の買取りと事業再生支援の実施

支援機構が事業再生支援の一環として債権等の買取りを決定すると、その後は、機構による債

権買取りと債権放棄の実施、再生計画に参加し取引金融機関として残留する金融債権者と協調す

る形での財務リストラが行われます。

また事業再生面でも、支援機構、対象事業者、メイン銀行等をメンバーとする業務監査委員会

等を取締役会とは別に設置する場合や、機構の職員を当該事業者に社長、役員等として派遣する

場合など、案件に応じた方法により、支援機構自身が積極的に関与する形で事業再生計画が実施

されます。またプレパッケージ型の案件においては、出口段階でのスポンサーが決まっているの

で、計画の実施は極力スポンサーの手に委ね、支援機構はもっぱらサポート役に回るというケー

スも考えられます。

⑤出口戦略

個々の案件の機構による支援の出口（エグジット・終了）の時期は、当該事業者の事業再生が

進み、金融機関からの新規融資等資金の調達が十分可能な状況になる時点や、支援機構が保有す

る当該事業者の株式の価額が機構に譲渡益をもたらす形で譲渡可能な状況になる時点が一つの目
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途となります。この点、旧産業再生機構の支援先は上場企業や新規上場（IPO）が可能な先が多

かったのに引き換え、支援機構の対象事業者は支援終了後も非上場のままに留まる場合が多いと

見込まれ、したがってエグジットまでにはより多くの時間を要すると思われます。

一般論でいえば、機構のエグジット先としては、株式であれば地域再生ファンドやスポンサー

企業等が有力な候補先となり、債権であればメイン銀行との協議も踏まえ、メイン銀行や新規の

取引銀行等に引き取ってもらうか、スポンサー企業に承継してもらうような形が考えられます。

ただし、最初からメイン銀行等が引き取ることを想定した出口戦略は、信用リスクの遮断効果の

面から問題があり、安易な取扱いは好ましくありません。

なお、支援決定後３年を経過してもエグジットが困難な状態が続いている場合には、その時点

で最善と考えられる方策を模索することになりますが、可能な限り努力したにもかかわらず出口

戦略が描けないときには、支援機構が時限性ある組織であることに鑑み、当該事業者にかかる株

式、債権等の資産のすべてを整理回収機構（RCC）に譲渡する形で処理することも法令上は可能

とされています。

◆北海道中小企業再生支援協議会との違い

前述のように、支援機構の対象は中堅・中小企業であり、一部の三セクは除外されますが、業

種的制限はありません。地域的な制限もありませんが、事務所が東京に置かれる関係で利用する

事業者側の不便さはあります。また支援機構の支援対象は「有用な経営資源を有していること」

が要件となるので、あらゆる企業の駆け込み寺的な役割を果たすものとはいえません。

これに対して、従来から活動中の中小企業再生支援協議会は産業活力再生特別措置法に基づい

て設置され、同法２条１５項が定める要件を満たす中小企業や個人事業者が支援対象となっていま

す。従って製造業、建設業等については資本金３億円以下並びに常雇従業員３００人以下というよ

うに、業種ごとに資本金や従業員数の上限が設けられています。その他の要件はないので、支援

機構の対象先と比べると規模が一回り小さい事業者を中心に、広範な中小企業が経営相談や再生

支援の対象となっています。

中小企業再生支援協議会は都道府県単位で各地に設置されており、北海道中小企業再生支援協

議会もその一つで、札幌商工会議所を中心に地元金融機関、中小企業診断士、弁護士、公認会計

士等で運営されています。設置期間には法的に時限性が設けられており、現状では平成２８年３月

までの存続が決められています。

中小企業再生支援協議会は平成１５年の設置以来、全国的に相談件数が増大し、特に信用金庫や

信用組合等の融資先である小規模企業の再生案件が増加しています。それに伴い債権放棄等を含

む抜本的な案件への対応ニーズが高まり、協議会としても専門家スタッフの常駐等十分な対応能

力を備える必要性が求められるようになりました。この要請に応えるべく、平成１９年に中小企業

再生支援全国本部が設置され、協議会事業として統一的な支援基準を策定し、各地協議会のノウ

ハウを一元的に蓄積することを通じて、協議会全体の対応能力の向上を図る態勢が整えられまし

た。
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協議会による再生計画成立までに要する期間は、最近の金融経済情勢の悪化も手伝い長期化す

る傾向にありますが、デユーデリジェンスにかかる事業者の負担費用には、最大で３００万円まで

の助成が行われる等のメリットがあります。また、協議会による再生支援を受ける事業者名は基

本的に公表されません。

協議会の業務は、第１次対応としての窓口相談業務と第２次対応としての再生計画策定支援に

区分され、前者では企業の持つ経営上の問題点や課題に適切なアドバイスが行われ、後者では再

生計画を作成して金融機関と調整する必要があると判断された企業について、再生計画の策定支

援と関係金融機関等との調整が行われます。

全国の協議会合算での相談受付企業数は、平成２０年度末で１７，３３８件、同様に再生計画策定完了

件数は２，１０５件に達しています。

◆おわりに

事業再生支援機関としては、この他にも整理回収機構の企業再生本部による支援や、事業再生

ADRとしての事業再生実務者協会（本部：東京）があります。ADR（Alternative Dispute Resolu-

tion）とは裁判所以外で行われる紛争解決のための機関またはその手続のことで、紛争の態様ご

とに主務大臣がADRとしての資格を付与します。事業再生ADRとは事業再生目的のADRとして

資格が認められた組織を指し、事業再生実務者協会はその第１号組織です。支援対象は「自ら事

業再生計画案を策定している窮境企業」で規模の大小は問わないとされていますが、実際は中小

企業再生支援協議会の対象から外れる中堅及び大企業が想定されています。

経営が悪化した、あるいは経営上の問題が発生した事業者は、政府が用意したこれら支援機関

を上手に積極的に利用して、経営の改善や事業の再建を図るべきでしょう。経営改善対策の着手

は早いに越したことはありません。特に中小企業は、資金的に余裕がある段階で再生支援協議会

の窓口相談を利用することが有用です。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ １０５．１ ５．１ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．２ △７．７ ９４．４ △１２．７ ９８．３ △５．７ ９５．０ △１２．６ １０３．２ △１．７ ９５．３ △５．２

２０年４～６月 １０４．３ ０．７ １０８．１ ０．８ １０６．２ ３．６ １０８．４ １．０ １０１．１ ２．３ １０６．２ ２．６
７～９月 １０２．６ △０．５ １０４．６ △１．４ １０３．０ ０．４ １０５．１ △１．５ １０２．５ １．９ １０７．７ ３．１
１０～１２月 ９４．０ △９．９ ９２．８ △１４．５ ９６．０ △７．８ ９３．５ △１４．９ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８

２１年１～３月 ８３．７ △２１．６ ７２．３ △３４．６ ８９．０ △１８．１ ７３．９ △３３．５ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２
４～６月 r ８５．２ △１８．５ r ７８．３ △２７．８ r ８６．１ △１９．３ r ７８．６ △２７．６ r ９８．２ △２．８ r ９５．３ △１０．３

２０年 ７月 １０６．９ ４．２ １０６．８ ２．３ １０７．６ ８．４ １０７．４ ３．０ １０２．５ ３．９ １０６．３ ２．１
８月 １０２．１ △２．６ １０３．５ △７．２ １０１．７ △３．９ １０３．９ △７．１ １０３．０ ３．８ １０６．１ １．７
９月 ９８．８ △３．０ １０３．６ ０．４ ９９．７ △３．０ １０４．０ △０．５ １０２．５ １．９ １０７．７ ３．１
１０月 ９７．２ △６．３ １００．１ △６．６ ９９．４ △３．８ １００．９ △７．１ １０１．７ △０．２ １０８．９ ４．４
１１月 ９５．１ △１１．３ ９３．１ △１６．５ ９７．２ △８．８ ９３．６ △１７．０ １０１．３ △１．８ １０９．５ ４．３
１２月 ８９．６ △１２．３ ８５．３ △２０．７ ９１．４ △１０．８ ８６．０ △２０．７ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８

２１年 １月 ８８．０ △１７．３ ７６．７ △３０．９ ９２．５ △１３．７ ７６．７ △３１．６ １００．８ △３．１ １０８．０ ２．８
２月 ８３．１ △２４．４ ６９．５ △３８．４ ８９．５ △２２．０ ７２．０ △３６．７ １０１．６ △０．４ １０３．５ △１．７
３月 ８０．０ △２２．７ ７０．６ △３４．２ ８５．０ △１８．４ ７３．１ △３２．４ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２
４月 ８３．８ △２０．０ ７４．８ △３０．７ ８５．９ △１９．０ ７５．３ △３０．７ ９９．１ △１．１ ９７．１ △７．２
５月 ８５．９ △１８．９ ７９．１ △２９．５ ８５．６ △２１．０ ７８．９ △３０．０ ９９．６ △０．９ ９６．４ △８．４
６月 r ８６．０ △１６．７ r ８０．９ △２３．５ r ８６．７ △１８．０ r ８１．７ △２２．６ r ９８．２ △２．８ r ９５．３ △１０．３
７月 p８８．７ △１７．０ p８２．４ △２２．９ p８９．５ △１６．８ p８３．６ △２２．１ p９５．４ △６．９ p９５．１ △１０．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６ △１．６ ２１１，７４５ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０ △２．６ ２１２，５２５ △１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３４，００５ △５．６ ２０６，６０３ △４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，６８８ △５．２ １２８，１６０ △２．５

２０年４～６月 ２２３，２６６ △５．７ ５０，６４９ △２．７ ６７，５５３ △７．０ １９，２２０ △４．５ １５５，７１３ △５．０ ３１，４２９ △１．６
７～９月 ２２３，６８９ △４．５ ５０，７７５ △２．０ ６９，９４５ △３．０ １９，０１４ △３．２ １５３，７４４ △５．１ ３１，７６１ △１．３
１０～１２月 ２５７，７０５ △５．８ ５６，０７８△４．６ ７９，０７８ △７．４ ２２，０９５ △７．８ １７８，６２６ △５．１ ３３，９８３ △２．４

２１年１～３月 ２２９，３４５ △６．３ ４９，１０１ △７．２ ６６，７４０ △８．３ １８，１１４ △１１．１ １６２，６０５ △５．４ ３０，９８７ △４．７
４～６月 r ２２７，１５６ △５．１ r ４８，１７４ △６．７ r ５９，５５４ △７．８ r １６，９９２ △１０．８ r １６７，６０２ △３．９ r ３１，１８３ △４．１

２０年 ７月 ７８，５１９ △３．１ １８，６５９ △０．７ ２５，９４０ △２．２ ７，７１６ △２．３ ５２，５７９ △３．５ １０，９４３ ０．５
８月 ７４，８９５ △３．７ １６，５２７ △２．２ ２１，７８８ △１．４ ５，５６７ △２．９ ５３，１０７ △４．６ １０，９６０ △１．８
９月 ７０，２７５ △６．８ １５，５８９ △３．３ ２２，２１８ △５．４ ５，７３１ △４．６ ４８，０５８ △７．５ ９，８５８ △２．６
１０月 ７５，１８９ △６．１ １６，６６８ △４．３ ２３，０９１ △７．４ ６，３６９ △６．９ ５２，０９８ △５．４ １０，２９９ △２．６
１１月 ７９，７０６ △３．８ １７，８２０ △３．１ ２４，２３５ △５．９ ７，０６８ △６．３ ５５，４７１ △２．７ １０，７５２ △０．７
１２月 １０２，８０９ △７．２ ２１，５９０ △６．２ ３１，７５２ △８．６ ８，６５８ △９．６ ７１，０５７ △６．６ １２，９３２ △３．６

２１年 １月 ８０，７３２ △５．２ １８，０６９ △５．５ ２４，６１０ △５．５ ６，７０５ △９．２ ５６，１２２ △５．１ １１，３６４ △３．１
２月 ６８，０２３ △５．６ １４，５１８ △８．１ １８，６８０ △７．１ ５，１４４ △１１．４ ４９，３４３ △５．０ ９，３７４ △６．１
３月 ８０，５９０ △７．９ １６，５１４ △８．２ ２３，４５０ △１１．９ ６，２６５ △１２．９ ５７，１４０ △５．９ １０，２４９ △４．９
４月 ７５，２６４ △６．１ １５，９６０ △６．７ １９，４０２ △１０．８ ５，６１１ △１１．３ ５５，８６２ △４．１ １０，３４９ △４．０
５月 ７６，８６９ △４．０ １６，１８５ △６．５ １９，７８３ △８．０ ５，５８９ △１２．１ ５７，０８６ △２．３ １０，５９６ △３．０
６月 r ７５，０２３ △５．１ r １６，０２９ △６．８ r ２０，３６９ △４．６ r ５，７９２ △９．１ r ５４，６５４ △５．３ r １０，２３７ △５．４
７月 p ７９，９８２ △４．２ p １７，３６１ △８．４ p ２４，１２１ △３．３ p ６，７３０ △１１．８ p ５５，８６１ △４．６ p １０，６３１ △６．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １７ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５９／本文／０１７～０２０　主要経済指標  2009.09.18 19.34.00  Page 17



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ △０．１ １００．０ △０．２ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０

２０年４～６月 １０５，０６８ ４．１ １９，２２４ ２．５ １０２．８ ２．４ １０１．６ １．４ １０４．５１ １３，４８１
７～９月 １１６，１６８ ５．０ ２１，７３１ ７．６ １０４．３ ３．６ １０２．６ ２．２ １０７．６１ １１，２６０
１０～１２月 １０９，９９８ ５．３ ２０，６７４ ６．９ １０２．４ ０．８ １０１．９ １．０ ９６．１４ ８，８６０

２１年１～３月 ９９，３９０ ４．８ １８，９２７ ４．２ １００．６ △１．２ １００．６ △０．１ ９３．５９ ８，１１０
４～６月 １０６，７２０ ０．２ １９，８８５ １．０ ９９．８ △２．９ １００．６ △１．０ ９７．２７ ９，９５８

２０年 ７月 ３９，６５８ ６．６ ７，５３８ １１．５ １０４．１ ３．８ １０２．４ ２．３ １０６．８１ １３，３７７
８月 ３９，８７７ ２．５ ７，４１９ ５．１ １０４．６ ３．８ １０２．７ ２．１ １０９．２８ １３，０７３
９月 ３６，６３３ ６．０ ６，７７４ ６．４ １０４．１ ３．２ １０２．７ ２．１ １０６．７５ １１，２６０
１０月 ３６，９２０ ４．７ ６，９３９ ７．９ １０３．５ ２．２ １０２．６ １．７ １００．３３ ８，５７７
１１月 ３５，０４４ ６．０ ６，６４５ ７．２ １０２．２ ０．９ １０１．７ １．０ ９６．８１ ８，５１２
１２月 ３８，０３４ ５．３ ７，０９０ ５．８ １０１．５ △０．６ １０１．３ ０．４ ９１．２８ ８，８６０

２１年 １月 ３３，７８０ ７．１ ６，３５８ ６．８ １００．８ △１．１ １００．７ ０．０ ９０．４１ ７，９９４
２月 ３０，８８７ ２．０ ５，８８２ ２．０ １００．５ △１．０ １００．４ △０．１ ９２．５０ ７，５６８
３月 ３４，７２３ ５．２ ６，６８８ ３．９ １００．６ △１．５ １００．７ △０．３ ９７．８７ ８，１１０
４月 ３４，０５５ ４．９ ６，５１３ ４．０ １００．１ △１．６ １００．８ △０．１ ９９．００ ８，８２８
５月 ３６，５４０ △１．９ ６，７５９ ０．８ ９９．７ △３．１ １００．６ △１．１ ９６．３０ ９，５２３
６月 ３６，１２５ △１．８ ６，６１３ △１．７ ９９．７ △４．０ １００．４ △１．８ ９６．５２ ９，９５８
７月 ３８，７０８ △３．８ ７，１５６ △７．５ ９９．２ △４．７ １００．１ △２．２ ９４．５０ １０，３５７

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０

２０年４～６月 ４１，８３８ △３．９ １１，０９８ ０．４ １８，２８４ △４．４ １２，４５６ △６．７ ９６５，８９５ △０．５
７～９月 ４０，０４８ △２．４ １１，００３ △９．５ １７，５０３ ０．２ １１，５４２ １．１ １，０３５，８５９ △１．５
１０～１２月 ２９，５０９ △１４．９ ７，６１７ △３０．２ １１，９７３ △１４．８ ９，９１９ ２．２ ８６３，１５５ △１４．２

２１年１～３月 ３８，７２８ △２２．４ ９，４２７ △３４．２ １５，７３０ △２４．８ １３，５７１ △７．５ １，０４３，９７１ △２３．４
４～６月 ３６，２０９ △１３．５ ９，８９９ △１０．８ １５，５３９ △１５．０ １０，７７１ △１３．５ ８００，０４３ △１７．２

２０年 ７月 １５，８９３ ４．６ ４，４１８ ６．０ ７，５５３ ６．５ ３，９２２ △０．２ ３８３，２５８ ７．０
８月 ９，６６５ △８．９ ２，４８２ △２１．１ ４，１５３ △６．０ ３，０３０ △０．５ ２５５，２９５ △８．０
９月 １４，４９０ △４．９ ４，１０３ △１５．２ ５，７９７ △２．６ ４，５９０ ３．２ ３９７，３０６ △４．５
１０月 １１，５９１ △８．１ ２，９７３ △２５．４ ４，７５０ △５．２ ３，８６８ ６．６ ３１４，８６０ △６．３
１１月 １０，０５３ △２０．３ ２，４８５ △３７．８ ４，１０８ △２４．７ ３，４６０ ９．４ ２９５，７５１ △１８．９
１２月 ７，８６５ △１６．８ ２，１５９ △２６．５ ３，１１５ △１３．３ ２，５９１ △１１．２ ２５２，５４４ △１７．３

２１年 １月 ７，８７０ △１９．２ １，８３３ △３１．３ ３，１２７ △２３．１ ２，９１０ △３．３ ２５６，０５４ △２０．０
２月 １０，３８４ △２４．６ ２，３６８ △３７．３ ４，１６１ △２７．６ ３，８５５ △９．１ ３２４，５１５ △２４．４
３月 ２０，４７４ △２２．４ ５，２２６ △３３．６ ８，４４２ △２３．９ ６，８０６ △８．３ ４６３，４０２ △２４．５
４月 １１，５３３ △２２．５ ２，７０３ △３１．３ ５，２２９ △２４．９ ３，６０１ △９．７ ２３６，０６３ △２２．８
５月 １０，５４２ △１４．１ ３，２０２ △１．４ ４，０７１ △１８．１ ３，２６９ △１９．４ ２４４，５９５ △１７．４
６月 １４，１３４ △３．７ ３，９９４ ２．０ ６，２３９ △１．８ ３，９０１ △１１．６ ３１９，３８５ △１２．２
７月 １６，４４７ ３．５ ４，４３１ ０．３ ８，２３２ ９．０ ３，７８４ △３．５ ３７２，４２８ △２．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５９／本文／０１７～０２０　主要経済指標  2009.09.18 19.34.00  Page 18



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１

２０年４～６月 １２，０３４ △２４．７ ２，８９７ △１１．０ ３０９，４１３ △６．７ ２８，４４４ △８．４ ３１，３０８ ５．３
７～９月 １２，０２２ ３４．４ ２，９１３ ４０．２ ２８３，６３６ △１．８ ３３，１８０ ４．７ ２８，４５１ △６．９
１０～１２月 ７，８８４ △２４．１ ２，５８６ ４．１ １２４，７２９ △１３．７ ２７，９９０ △２．８ ２２，８０３ △２３．７

２１年１～３月 ４，１１０ △４１．９ １，９９６ △２１．４ １４０，３０４ １８．３ ２８，３３８ ７．８ ２３，６０６ △２９．４
４～６月 ７，３９２ △３８．６ １，９７３ △３１．９ ３１６，７０３ ２．４ ３２，１３１ １３．０ ２０，８６１ △３３．４

２０年 ７月 ３，６８８ △５．０ ９７２ １９．０ １１５，２３０ △６．２ １２，２０２ １３．８ ９，０５８ △４．７
８月 ４，５３３ ９２．６ ９６９ ５３．６ ８９，９６３ △２．３ ９，２５３ △６．０ ７，７５８ △１３．０
９月 ３，８０１ ４０．３ ９７２ ５４．２ ７８，４４３ ６．５ １１，７２４ ５．５ １１，６３５ △４．２
１０月 ３，１３７ △９．５ ９２１ １９．８ ６１，２０１ △１６．２ １１，６９７ △０．４ ７，５２４ △１５．５
１１月 ２，８０１ △２７．４ ８４３ ０．０ ３６，７９４ △８．２ ８，４４３ △２．８ ７，２６１ △２７．７
１２月 １，９４６ △３６．４ ８２２ △５．８ ２６，７３４ △１４．９ ７，８５０ △６．４ ８，０１８ △２６．８

２１年 １月 ８２２ △６０．９ ７０７ △１８．７ １９，１５４ ２７．８ ６，０１９ １．９ ５，７４５ △３９．５
２月 １，３３７ △１９．４ ６２３ △２４．９ １５，８５６ ６１．６ ６，３４９ △２．８ ６，９２１ △３０．１
３月 １，９５１ △４１．１ ６６６ △２０．７ １０５，２９４ １２．２ １５，９６９ １５．３ １０，９４０ △２２．２
４月 ２，３９２ △３３．４ ６６２ △３２．４ １４７，２４２ １８．０ １３，２８８ ２０．５ ６，２８６ △３２．８
５月 ２，１１３ △４７．５ ６２８ △３０．８ ６６，５３９ △１１．０ ７，８６６ ２．５ ６，１２３ △３８．３
６月 ２，８８７ △３４．６ ６８３ △３２．４ １０２，９２２ △６．３ １０，９７７ １２．７ ８，４５２ △２９．７
７月 ２，２８６ △３８．０ ６６０ △３２．１ １２０，６５９ ４．７ １２，５１１ ２．５ ５，９０４ △３４．８

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４

２０年４～６月 ２，９５８ △１．５ ０．４４ ０．８２ ５．０ ４．０ １８７ ８．７ ３，８２９ ５．９
７～９月 ３，８３６ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．０ １９０ ３７．７ ４，０３４ １６．４
１０～１２月 ２，９３１ △３．７ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ １８９ ４３．２ ４，０６８ １３．９

２１年１～３月 ２，５２８ △７．８ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ １７５ ４．２ ４，２１５ １３．５
４～６月 ２，６５６ △１０．２ ０．３２ ０．３９ ５．４ ５．２ １５６ △１６．６ ３，９５４ ３．３

２０年 ７月 １，１７２ △４．３ ０．４４ ０．８０ ↑ ３．８ ７２ ３８．５ １，３７２ １２．９
８月 １，４３２ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．１ ５８ １６．０ １，２５４ ４．２
９月 １，２３２ △５．２ ０．４７ ０．８２ ↓ ４．１ ６０ ６６．７ １，４０８ ３４．４
１０月 １，１４４ △０．２ ０．４５ ０．７９ ↑ ３．８ ５８ ２３．４ １，４２９ １３．４
１１月 ８８５ △６．５ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ ５７ １４．０ １，２７７ ５．２
１２月 ９０２ △５．２ ０．４１ ０．７２ ↓ ４．１ ７４ １１１．４ １，３６２ ２４．１

２１年 １月 ８０３ △４．３ ０．３９ ０．６５ ↑ ４．２ ６０ ２０．０ １，３６０ １５．８
２月 ７８５ △１３．４ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ ５０ △７．４ １，３１８ １０．３
３月 ９４０ △５．５ ０．３８ ０．５２ ↓ ５．１ ６５ １．６ １，５３７ １４．１
４月 ７２３ △１０．５ ０．３２ ０．４２ ↑ ５．２ ５６ △２４．３ １，３２９ ９．３
５月 ９２２ △１０．２ ０．３１ ０．３８ ５．４ ５．２ ４５ △２５．０ １，２０３ △６．７
６月 １，０１１ △１０．０ ０．３２ ０．３７ ↓ ５．２ ５５ ３．７ １，４２２ ７．４
７月 １，１３３ △３．３ ０．３２ ０．３８ － ５．４ ３９ △４５．８ １，３８６ １．０

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― １９ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５９／本文／０１７～０２０　主要経済指標  2009.09.18 19.34.00  Page 19



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，０７３ △１．１ ７１１，４４９ △１６．４ １，５５２，３９２ １１．９ ７１８，７１６ △４．１

２０年４～６月 １０６，９７６ １４．３ ２０８，４８４ １．８ ４７４，１２４ ６７．１ １９９，４４４ １１．２
７～９月 １２１，０４９ ３６．０ ２２０，３７２ ３．２ ５０３，５００ ５７．２ ２２１，７８６ ２１．１
１０～１２月 ８５，３６２ △１４．２ １７０，６８８ △２３．１ ３５５，９９２ △８．０ １７６，９３７ △９．５

２１年１～３月 ６３，６８６ △３５．９ １１１，９０５ △４６．９ ２１８，７７６ △４４．８ １２０，５４８ △３７．０
４～６月 r ５６，７５４ △４６．９ r １２８，１５７ △３８．５ r １９４，１７０ △５９．０ r １１９，４６７ △４０．１

２０年 ７月 ４３，７４８ ４３．９ ７６，２４５ ７．９ １５１，９４３ ５６．６ ７５，４２６ １８．２
８月 ４２，９９２ ４２．７ ７０，５１４ ０．２ １８０，７５７ ６７．０ ７３，６５７ １７．１
９月 ３４，３０９ ２０．４ ７３，６１３ １．５ １７０，８００ ４８．４ ７２，７０３ ２８．８
１０月 ４１，２４２ １７．７ ６９，１４８ △７．９ １５７，９４２ ３６．５ ６９，９００ ７．４
１１月 ２３，１８３ △２９．４ ５３，２３５ △２６．８ １０１，７３８ △２７．１ ５５，５１０ △１４．４
１２月 ２０，９３７ △３３．９ ４８，３０５ △３５．０ ９６，３１２ △２６．９ ５１，５２７ △２１．５

２１年 １月 ２０，５４５ △２４．４ ３４，８０４ △４５．７ ７８，３５３ △３９．７ ４４，３６４ △３１．９
２月 ２０，４４０ △４２．６ ３５，２６４ △４９．４ ６３，２８８ △５２．０ ３４，４３７ △４３．０
３月 ２２，７０１ △３７．９ ４１，８３８ △４５．５ ７７，１５３ △４２．９ ４１，７４７ △３６．６
４月 １９，２８８ △４５．５ ４１，９５８ △３９．１ ７６，４１７ △４３．４ ４１，２９５ △３５．８
５月 １９，８１５ △４３．１ ４０，２０４ △４０．９ ６１，１４２ △６６．１ ３７，２３５ △４２．４
６月 r １７，６５１ △５２．０ r ４５，９９５ △３５．７ r ５６，６１１ △６４．３ r ４０，９３７ △４１．９
７月 p ３６，２７０ △１７．１ p ４８，４４０ △３６．５ p ６７，９９９ △５５．２ p ４４，６６１ △４０．８

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３

２０年４～６月 １２９，４７２ ２．５ ５，５４２，８２５ ２．９ ８７，４０８ ０．８ ４，０４３，５８４ ２．１
７～９月 １２８，０２９ １．７ ５，４９３，９５０ ２．３ ８８，９８９ １．８ ４，０６２，６２５ １．８
１０～１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

２１年１～３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
４～６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９

２０年 ７月 １２８，３５８ ２．１ ５，４８７，７４９ ２．０ ８７，７９３ １．１ ４，０３８，６８５ ２．２
８月 １２８，９１９ ２．８ ５，４７０，５１０ ２．２ ８７，９９４ １．４ ４，０４１，７７３ ２．０
９月 １２８，０２９ １．７ ５，４９３，９５０ ２．３ ８８，９８９ １．８ ４，０６２，６２５ １．８
１０月 １２７，５７０ １．９ ５，４４９，９１２ １．８ ８９，７７９ １．９ ４，０９３，１０７ ３．５
１１月 １２８，４８１ ２．１ ５，５１６，３１６ １．６ ９０，３３０ ３．４ ４，１３６，３９６ ４．２
１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

２１年 １月 １２８，４６７ ２．４ ５，５１１，７９２ １．７ ８９，８３９ ２．８ ４，１８７，１６２ ４．５
２月 １２９，６８３ ３．２ ５，５５６，９５２ ２．２ ９０，４９９ ３．５ ４，１９４，７６９ ４．５
３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
４月 １３１，２０２ １．７ ５，６４０，７３０ ２．４ ９１，３５５ １．２ ４，１７９，７１９ ４．１
５月 １３１，１２９ ２．２ ５，６３１，１２６ ２．４ ９１，０１２ ２．１ ４，１６９，９９３ ３．６
６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７月 １３０，６８３ １．８ ５，６２６，７９２ ２．５ ９０，１１３ ２．６ ４，１５２，７２４ ２．８

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２０ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５９／本文／０１７～０２０　主要経済指標  2009.09.18 19.34.00  Page 20
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